
（出典）労働省「労働者福祉施設制度等調査報告」、「賃金労働時間制度等総合調査報告」、厚生労働省「就労条件総合調査報告」より作成。
（注）労働者の教育訓練施設に関する費用、訓練指導員に対する手当や謝金、委託訓練に要する費用等の合計額。
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民間企業における教育訓練費の推移

○民間企業における１人当たり教育訓練費は、90年代以降漸減傾向。人的資本の蓄積に不安あり。

３．リカレント教育①


